
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あいちのみどり２０２０ 
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１ 土地利用等に関するデータ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参考１ 

注）1 参考 土地に関する統計年報（平成22年度版）：土地水資源課、平成21年度愛知県都市公園現況：公園緑地課 

  2 複数の市町にまたがる都市公園の場合、面積の大きい市町において箇所数を計上 

  3 市町村名は平成23年 4月現在 

名古屋市 32,643 1,231 1,141 － 1,511 6,068 16,742 5,950
一宮市 11,391 3,101 － － 1,178 1,635 4,637 840
瀬戸市 11,161 331 6,358 － 150 620 1,738 1,964
春日井市 9,271 785 1,732 13 347 1,164 3,462 1,768
犬山市 7,497 971 3,414 － 497 457 1,170 988
江南市 3,017 720 － － 260 438 1,304 295
小牧市 6,282 958 692 － 208 826 2,510 1,088
稲沢市 7,930 3,381 － － 737 1,018 2,098 696
尾張旭市 2,103 138 298 － 106 410 793 358
岩倉市 1,049 295 － － 30 192 412 120
豊明市 2,318 538 113 － 190 285 649 543
日進市 3,490 486 669 － 201 342 959 833
清須市 1,732 296 － － 108 318 789 221
北名古屋市 1,837 452 － － 61 308 805 211
津島市 2,508 900 － － 189 335 852 232
愛西市 6,663 3,050 － － 1,446 569 1,139 459
弥富市 4,818 1,881 9 － 284 491 925 1,228
あま市 2,759 944 － － 230 374 1,003 208
半田市 4,724 725 136 － 229 521 1,868 1,244
常滑市 5,563 1,342 469 － 296 602 1,231 1,623
東海市 4,336 703 84 － 192 466 2,270 621
大府市 3,368 938 109 － 229 415 1,084 593
知多市 4,543 1,181 252 － 244 436 1,648 782
岡崎市 38,724 3,453 23,301 － 1,669 2,143 4,465 3,693
碧南市 3,586 921 － － 376 382 1,497 410
刈谷市 5,045 1,311 50 － 456 654 1,774 801
安城市 8,601 3,825 － － 656 1,049 2,420 650
西尾市 16,034 5,425 2,503 － 1,258 1,348 2,955 2,544
知立市 1,634 436 － － 90 269 665 173
高浜市 1,300 220 － － 38 173 660 209
豊田市 91,847 6,957 62,676 2 2,839 3,486 6,358 9,529
みよし市 3,211 815 165 － 193 373 978 687
新城市 49,900 3,025 41,661 － 1,103 1,443 1,340 1,328
豊橋市 26,135 7,937 4,307 － 1,686 2,331 5,866 4,008
豊川市 16,063 3,449 5,857 78 708 1,335 2,795 1,919
蒲郡市 5,681 953 1,730 － 116 539 1,209 1,135
田原市 18,881 6,391 5,375 － 827 1,111 2,295 2,882
東郷町 1,803 388 137 － 115 198 508 457
長久手町 2,154 259 448 － 74 225 531 618
豊山町 619 80 － － 16 73 272 178
大口町 1,358 517 － － 69 178 480 114
扶桑町 1,118 285 － － 121 154 477 80
大治町 659 145 － － 106 105 281 22
蟹江町 1,110 201 － － 139 161 378 231
飛島村 2,253 645 － － 207 158 765 478
阿久比町 2,394 857 159 － 155 263 417 542
東浦町 3,108 1,012 164 － 213 311 725 683
南知多町 3,824 828 1,078 － 112 311 399 1,095
美浜町 4,639 1,291 1,147 － 235 366 497 1,103
武豊町 2,581 498 272 － 98 233 884 597
幸田町 5,678 1,172 2,437 － 193 565 666 645
設楽町 27,396 828 24,866 － 287 660 182 573
東栄町 12,340 272 11,208 － 153 263 131 313
豊根村 15,591 125 14,484 － 634 315 49 －

計 516,270 79,846 219,501 93 23,864 39,467 93,007 60,492

宅地 その他
市町村名

行政区域
面積(ha)

土地利用状況(ha)

農用地 森林 原野
水面・河川
・水路

道路
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参考2 

箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha)
2,257,888 32,643 30,258 5 312.39 1,399 1,236.13 － － 1,404 1,548.52 名古屋市
378,915 11,391 3,802 － － 126 161.68 (1) 20.40 126 182.08 一宮市
132,926 11,161 2,655 － － 60 108.39 － － 60 108.39 瀬戸市
302,929 9,271 4,679 (1) 20.08 271 325.89 － － 271 345.97 春日井市
75,473 7,497 1,057 (1) 3.43 76 33.60 － － 76 37.03 犬山市
100,423 3,017 734 － － 15 25.90 (1) 9.40 15 35.30 江南市
149,501 6,282 2,849 1 9.44 103 102.58 － － 104 112.02 小牧市
136,854 7,930 898 1 5.73 49 30.57 (1) 19.50 50 55.80 稲沢市
80,401 2,103 1,178 1 19.39 68 53.68 － － 69 73.07 尾張旭市
48,271 1,049 531 － － 17 4.89 － － 17 4.89 岩倉市
69,390 2,318 698 － － 48 30.07 － － 48 30.07 豊明市
83,011 3,490 1,093 － － 50 43.50 － － 50 43.50 日進市
65,707 1,732 1,261 － － 58 25.11 － － 58 25.11 清須市
80,957 1,837 1,175 － － 13 3.12 － － 13 3.12 北名古屋市
65,718 2,508 666 － － 12 29.10 － － 12 29.10 津島市
65,383 6,663 315 － － 4 8.37 1 39.58 5 47.95 愛西市
43,337 4,892 1,012 － － 20 11.67 － － 20 11.67 弥富市
59,874 2,759 1,150 － － 42 10.77 － － 42 10.77 あま市
118,554 4,724 2,727 － － 50 68.47 － － 50 68.47 半田市
54,650 5,563 1,620 － － 22 53.79 － － 22 53.79 常滑市
107,995 4,336 2,969 － － 58 102.33 － － 58 102.33 東海市
84,401 3,368 1,302 (1) 34.07 53 43.56 － － 53 77.63 大府市
85,507 4,543 1,979 － － 71 72.76 － － 71 72.76 知多市
373,527 22,697 5,740 － － 220 373.59 － － 220 373.59 岡崎市
72,524 3,586 2,117 － － 46 37.20 － － 46 37.20 碧南市
146,472 5,045 2,344 － － 102 124.36 － － 102 124.36 刈谷市
178,197 8,601 2,094 － － 93 85.56 － － 93 85.56 安城市
166,246 15,853 2,818 － － 45 69.10 － － 45 69.10 西尾市
68,350 1,634 1,081 － － 45 18.02 － － 45 18.02 知立市
44,274 1,300 1,017 － － 21 10.99 － － 21 10.99 高浜市
424,681 35,569 5,163 － － 172 451.84 － － 172 451.84 豊田市
86,693 3,211 1,057 － － 59 69.61 － － 59 69.61 みよし市
50,556 11,794 536 1 64.33 9 7.62 － － 10 71.95 新城市
377,094 26,135 6,174 － － 382 370.08 － － 382 370.08 豊橋市
182,683 16,063 3,479 1 124.32 101 90.51 － － 102 214.83 豊川市
82,151 5,681 2,051 － － 28 19.50 － － 28 19.50 蒲郡市
66,572 18,881 1,618 － － 24 36.57 － － 24 36.57 田原市
41,079 1,803 516 － － 29 20.75 － － 29 20.75 東郷町
51,539 2,154 726 1 114.83 41 31.81 － － 42 146.64 長久手町
14,437 619 349 － － 2 4.47 － － 2 4.47 豊山町
22,477 1,358 290 (1) 3.86 11 3.87 － － 11 7.73 大口町
33,367 1,118 405 (1) 2.57 6 10.80 － － 6 13.37 扶桑町
29,561 659 611 － － － － － － － － 大治町

36,919 1,110 417 － － 16 13.91 － － 16 13.91 蟹江町
4,504 2,252 886 － － 4 2.19 － － 4 2.19 飛島村
24,936 2,394 416 － － 17 6.46 － － 17 6.46 阿久比町
49,601 3,108 719 1 14.06 51 21.65 － － 52 35.71 東浦町
20,787 3,654 406 － － 11 3.61 － － 11 3.61 南知多町
25,568 4,639 517 － － 20 9.85 － － 20 9.85 美浜町
42,262 2,581 1,099 － － 9 10.40 － － 9 10.40 武豊町
37,858 5,678 585 － － 29 42.42 － － 29 42.42 幸田町
5,884 － － － － － － － － － － 設楽町

3,893 － － － － － － － － － － 東栄町

1,341 － － － － － － － － － － 豊根村

7,414,098 350,254 111,839 12 728.50 4,278 4,532.67 1 88.88 4,291 5,350.05 計

県営公園 備考
都市公園の状況

市街化区域
面積(ha)

市町村営公園 国営公園 計
都市計画
区域面積
(ha)

行政区域内
人口(人)
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参考３ 

２ 「あいちのみどり２０２０」の策定経過 

年 月 日 項   目 備  考 

平成 21年 3 月 19日 緑化推進連絡会議幹事会(20年度 第 1回) 策定手順の説明 

平成 21年 ９月 ４日 緑化推進連絡会議幹事会(21年度 第 1回) 策定方針の検討、資料収集依頼 

平成 21年 ９月 ９日 緑化推進連絡会議(21年度 第１回) 策定方針の協議 

平成 21年 10月 16日 緑化基本計画策定検討会(第１回) 計画素案の検討 

平成 21年 11月 18日 緑化推進連絡会議幹事会(21年度 第 2回） 計画素案の検討 

平成 21年 12月 24日 緑化基本計画策定検討会(第２回) 計画素案の検討 

平成 22年 ３月 ８日 緑化基本計画策定検討会(第３回) 計画案の検討 

平成 22年 ３月１９日 緑化推進連絡会議幹事会(21年度 第 3回) 計画案の検討 

平成 22年 ３月２３日 緑化推進連絡会議(21年度 第 2回) 計画案の協議 

平成 22年 ４月２１日 緑化推進連絡会議幹事会(22年度 第 1回) 計画案の協議 

平成 22年 11月 18日 

～  12 月 17日 
パブリックコメントの実施 県民意見の募集 

平成 22年 12月２4日 緑化推進連絡会議幹事会(22年度 第 2回) 計画案の協議 

平成 23年 1 月２0日 緑化推進連絡会議(22年度 第 1回) 計画案の協議 

平成 23年 ３月１４日 緑化推進連絡会議幹事会(22年度 第３回) 計画案の協議 

平成 23年 ４月２６日 緑化推進連絡会議幹事会(2３年度 第１回) 計画案の協議 

平成 23年 ５月１８日 緑化推進連絡会議(2３年度 第１回) 計画案の協議 

３ 第５次愛知県緑化基本計画策定検討会委員名簿 

氏   名 所 属 ・ 役 職 等 

大 崎  和 生 （社）日本植木協会愛知県支部長 

鶴 岡    朗 持続可能な豊かな社会をつくるネットワーク統括責任者    

寺 本  和 子 豊橋創造大学短期大学部キャリアプランニング科教授       

西 村  尚 之 名古屋産業大学環境情報ビジネス学部教授     （副委員長）

丸 山    宏 名城大学農学部生物環境科学科教授        （委 員 長）

※ 五十音順・敬称略、所属・役職は検討会開催時 
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参考４ 

４ 自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例（抜粋） 

 

昭和４８年３月３０日 条例第３号 

最終改正 平成２２年 ３月２６日 

（目的） 

第１条 この条例は、自然環境の適正な保全を図るとともに、県土の緑化を推進し、もつ

て現在及び将来の県民の健康で快適な生活の確保に寄与することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第２条 自然環境の保全及び県土の緑化（以下「自然環境の保全等」という。）は、生命

と暮らしを支える生物の多様性を将来の世代に継承し、県民がその恵みを持続的に享受

することができるよう適切に行われなければならない。 

 

（県の責務） 

第３条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのつとり、自然環

境を適正に保全し、及び県土の緑化を推進するための基本的かつ総合的な施策を策定し、

及びこれを実施する責務を有する。 

 

 

（公共施設の緑化） 

第５８条 県は、その設置し、又は管理する道路、公園、公営住宅、学校、庁舎等の施設

（以下「公共施設」という。）について、その緑化を図るものとする。 

 

（緑化推進地区の指定） 

第５９条 知事は、市街地及びその周辺の土地の緑化に関する基本計画を定め、自然的社

会的諸条件からみてその土地の緑化を推進する必要があると認められる地区を緑化推進

地区として指定することができる。 

２ 知事は、前項の緑化推進地区を指定するに当たつては、あらかじめ、関係市町村の長

と協議しなければならない。 

 

（緑化推進地区内における緑化の推進） 

第６０条 県は、緑化推進地区に係る市町村が、前条第一項の基本計画に基づき、当該緑

化推進地区に係る緑化計画（緑化推進地区内の土地の緑化の推進のための植栽地、樹種

その他植栽に関する計画をいう。）を定めて当該地区内の土地の緑化を推進するための

施策を実施するときは、当該市町村に対して、予算の範囲内において財政的援助をする

ものとする。 

２ 緑化推進地区内の土地の所有者又は管理者は、県の施策に協力して、当該土地の緑化

に努めるものとする。 
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５ 愛知県緑化推進連絡会議設置要領 
 

（目 的） 

第１ 県土の緑化に関し、関係部局相互の緊密な連絡を図り、もって総合的かつ、効率的な諸施策

を推進するため、愛知県緑化推進連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

 

（協議事項） 

第２ 連絡会議は、次の事項について協議する。 

（１）緑化に係る基本計画に関すること。 

（２）その他緑化の推進に係る重要な事項に関すること。 

 

（構 成） 

第３ 連絡会議は、別表1に掲げる職員をもって構成する。 

２ 連絡会議の議長は、農林水産部農林基盤担当局長をもってあてる。 

 

（会 議） 

第４ 連絡会議は、協議事項に応じ、議長が関係構成員を招集して開催する。 

     

（幹事会） 

第５ 連絡会議の協議検討を補佐するため、幹事会を置く。 

２ 幹事会に幹事を置き、別表2に掲げる関係課室の職員をもって構成する。 

３ 幹事会の議長は、森林保全課長をもってあて、協議事項に応じ、議長が関係構成員を招集して

開催する。 

 

（関係者の出席） 

第６ 連絡会議又は幹事会の議長は、必要があると認めるときは、会議に別表1、2に掲げる以外

の職員等の出席を求め、説明又は意見を聞くことができる。 

 

（庶 務） 

第７ 連絡会議の庶務は、農林水産部農林基盤担当局森林保全課において処理する。  

 

（その他） 

第８ この要領に定めるもののほか、連絡会議の運営に必要な事項は、議長が定める。 

 
（附 則） 
この要領は、昭和６２年１１月９日から施行する。

  この要領は、昭和６３年 ４月１日から施行する。

  この要領は、平成 ２年 ４月１日から施行する。

  この要領は、平成 ６年 ４月１日から施行する。

  この要領は、平成 ７年 ４月１日から施行する。

  この要領は、平成 ８年 ４月１日から施行する。

  この要領は、平成 ９年 ４月１日から施行する。

この要領は、平成 ９年１２月１日から施行する。

この要領は、平成１０年 ４月１日から施行する。

 

  この要領は、平成１２年 ４月１日から施行する。

  この要領は、平成１５年 ４月１日から施行する。

 この要領は、平成１６年 ４月１日から施行する。

 この要領は、平成１７年 ４月１日から施行する。

 この要領は、平成１８年 ４月１日から施行する。

この要領は、平成２０年 ４月１日から施行する。

この要領は、平成２１年 ４月１日から施行する。

この要領は、平成２３年 ４月１日から施行する。

参考５ 
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別表１ 連絡会議構成員名簿 

農林水産部農林基盤担当局長 農 林 水 産 部 技 監 

知 事 政 策 局 次 長 地 域 振 興 部 次 長 

環 境 部 次 長 産 業 労 働 部 次 長 

建 設 部 次 長 建 設 部 建 築 担 当 局 次 長 

企 業 庁 企 業 次 長 教育委員会事務局教育次長 

 

別表２ 幹事会構成課室名 

部 局 課 室 名 部 局 課 室 名 
知 事 政 策 局 企 画 課

地 域 振 興 部 土 地 水 資 源 課

建 設 部

 
 
 

道 路 建 設 課

河 川 課

砂 防 課

港 湾 課

環 境 部 環 境 政 策 課

地球温暖化対策室

自 然 環 境 課

資源循環推進課

産 業 労 働 部 産業立地通商課  

建築担当局

 
 
 
 

住 宅 計 画 課

公 営 住 宅 課

県営住宅管理室

建 築 指 導 課

公 共 建 築 課

農 林 水 産 部

 
 
 

農 林 政 策 課

農 業 振 興 課

園 芸 農 産 課

水 産 課

企 業 庁

 
 
 

総 務 課

水 道 事 業 課

工 務 調 整 課

研究施設用地開発課

 農 林 基 盤 
担 当 局 

 
 

農 地 計 画 課

農 地 整 備 課

林 務 課

森 林 保 全 課

建 設 部

 
 
 
 
 

建 設 企 画 課

都 市 計 画 課

都 市 整 備 課

公 園 緑 地 課

下 水 道 課

道 路 維 持 課

教育委員会事務局

 
 
 
 
 
 
 

総 務 課

財 務 施 設 課

生 涯 学 習 課

文 化 財 保 護 室

高等学校教育課

義 務 教 育 課

健 康 学 習 課

体育スポーツ課

（注）１ 地球温暖化対策室は大気環境課内組織 

２ 県営住宅管理室は公営住宅課内組織 

３ 文化財保護室は生涯学習課内組織 

参考６ 



参参  考考  資資  料料  

参考７ 

６ 県・市町村の「木」「花」 
 

 

 

 

※ 平成 23 年 4 月現在 

自 治 体 名 県・市町村の木 県・市町村の花 自 治 体 名 県・市町村の木 県・市町村の花

愛 知 県 は な の き か き つ ば た 半 田 市 く ろ ま つ さ つ き

名 古 屋 市 く す の き ゆ り 常 滑 市 く ろ ま つ さ ざ ん か

一 宮 市 は な み ず き き き ょ う 東 海 市 く す の き さ つ き

瀬 戸 市 く ろ が ね も ち つ ば き 大 府 市 く ろ が ね も ち く ち な し

春 日 井 市 け や き さ く ら 知 多 市 や ま も も つ つ じ

犬 山 市 か な め も ち さ く ら 阿 久 比 町 も ち の き う め

江 南 市 く ろ が ね も ち ふ じ 東 浦 町 く す の き う の は な

小 牧 市 た ぶ の き つ つ じ 南 知 多 町 う ば め が し す い せ ん

稲 沢 市 く ろ ま つ き く 美 浜 町 く ろ ま つ つ つ じ

尾 張 旭 市 く す の き ひ ま わ り 武 豊 町 く す の き さ ざ ん か

岩 倉 市 く す の き つ つ じ 岡 崎 市 みかわくろまつ ふ じ

豊 明 市 け や き ひ ま わ り 碧 南 市 か し は な し ょ う ぶ

日 進 市 き ん も く せ い あ じ さ い 刈 谷 市 く す の き か き つ ば た

清 須 市 は な み ず き さくら・チューリップ 安 城 市 く ろ ま つ サ ル ビ ア

北名古屋市 も く せ い つ つ じ 西 尾 市 く す の き ば ら

東 郷 町 も っ こ く あ や め 知 立 市 け や き か き つ ば た

長 久 手 町 か え で さ つ き 高 浜 市 く す の き き く

豊 山 町 し い の き さ ざ ん か 幸 田 町 や ま ざ く ら つ ば き

大 口 町 も く せ い さ く ら 豊 田 市 け や き ひ ま わ り

扶 桑 町 か し ひ ま わ り み よ し 市 みかわくろまつ さ つ き

津 島 市 く ろ ま つ ふ じ 新 城 市 や ま ざ く ら さ さ ゆ り

愛 西 市 ま き は す 設 楽 町 ぶ な し ゃ く な げ

弥 富 市 さ く ら き ん ぎ ょ そ う 東 栄 町 す ぎ や ま ゆ り

あ ま 市 未 定 未 定 豊 根 村 と ち す い せ ん

大 治 町 せ ん だ ん さ つ き 豊 橋 市 く す の き つ つ じ

蟹 江 町 き ん も く せ い は な し ょ う ぶ 豊 川 市 く ろ ま つ さ つ き

飛 島 村 さ く ら き く 蒲 郡 市 く す の き つ つ じ

田 原 市 く す の き な の は な
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７ 用語の解説 

( 1 ) 

P.1 

【緑】 

狭義には木本や草本などの植物そのものを指しますが、本書では、森林、農地、草地、水面などの

植物が生育し一体となった空間を始めとした自然環境を形成している空間並びに公園などの営造

物を含むすべての建築物及びその区域の一部も含め、総称して緑と定義します。 

( 2 ) 

P.1 

【緑化】 

本書では、植栽などにより緑を創出する行為だけでなく、森林、河川、海浜及び農地などの既にあ

る緑を守り、育て、活用するための行動及びその支援等を含め、幅広い意味で緑化を定義します。

( 3 ) 

P.1 

【自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例】 

自然環境の適正な保全と県土の緑化推進を通じて、県民の健康で快適な生活を確保することを目的

としており、自然環境保全地域の指定、希少野生動植物の取扱いに関する規制、緑化の推進等につ

いて規定されています。 

( 4 ) 

P.1 

【生物多様性】 

全ての生物間の違いのことをいいます。生物多様性には、種内（遺伝子）の多様性、種間の多様性、

生態系の多様性の３つの視点があります。 

( 5 ) 

P.1 

【ＮＰＯ】 

本書では、自主的に活動しているボランティア団体、市民活動団体、特定非営利活動法人などの民

間の非営利活動団体と定義します。 

( 6 ) 

P.1 

【生物多様性条約第10回締約国会議（ＣＯＰ１０）】 

生物多様性条約を締結した国々が概ね２年ごとに集まり、地球上の多様な生物の保全を図ること等

を目的として、各種の国際的な枠組みを決定する国際会議で、2010年に愛知・名古屋で第10回

の締約国会議が開催されました。 

( 7 ) 

P.2 

【あいち森と緑づくり税】 

環境保全や災害防止等多様な公益的機能を有する森と緑を県民共有の財産と位置付け、「森林」、「里

山林」、「都市の緑」を整備、保全し、「山から街まで緑豊かな愛知」を実現するための施策に要す

る財源を確保するため、愛知県が平成２１年度から導入した新たな税です。 

( 8 ) 

P.2 

【愛知県国土利用計画】 

県土の利用に関して基本的な事項を定めるもので、市町村がその区域の利用について定める土地の

利用計画等の基本となるものです。平成22年3月に策定した第４次計画が現行の計画です。 

( 9 ) 

P.2 

【愛知県環境基本計画】 

愛知県環境基本条例に基づき、「自然の叡智に学ぶ持続可能な循環型社会づくり」を目標に、環境

保全施策を総合的に推進するための計画です。長期的展望による環境保全の目標を示した上で、平

成27年までの間に取り組むべき施策の方向を示すものとして平成20年3月に策定しました。 

(10) 

P.2 

【あいち自然環境保全戦略】 

自然環境の保全を図るとともに、生物多様性に配慮した地域づくりを進め、人と自然が共生する社

会の構築を目指すための行動計画として、平成21年 3月に策定しました。 

(11) 

P.2 

【愛知県広域緑地計画】 

一つの市町村を超える広域的な見地から、都市計画区域を対象に、広域的な緑のあり方や緑づくり

の方針、具体的な施策やリーディングプロジェクト、目標値を設定するもので、市町村が定める「緑

の基本計画」策定の指針となるものです。平成11年に策定した計画に替わり新たに平成32年を

目標とした計画を平成2３年度に策定予定です。 

(12) 

P.2 

【食と緑の基本計画】 

将来にわたり安全で良質な食料等の安定的な供給の確保、適切な消費及び利用と多面的な機能の適

切かつ十分な発揮による安全で良好な生活環境の確保を基本理念とする「食と緑が支える県民の豊

かな暮らしづくり条例」（平成16年 4月施行）の理念を実現するために、県が実施する施策を総

合的、計画的に推進するための事項を定めたものです。平成17年に策定した計画に替わり新たに

平成27年度を目標とした計画を平成2３年度に策定します。 
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(13) 

P.2 

【あいち森と緑づくり事業計画】 

あいち森と緑づくり税（用語(7)）等を財源として、「森林」「里山林」「都市の緑」を整備保全する 

あいち森と緑づくり事業をまとめた計画です。計画期間は、平成21年度から10年間（課税期間

は平成21年度から5年間）で、平成21年3月に策定しました。 

(14) 

P.3 

【都市公園】 

都市公園法に基づき、国、都道府県、市町村が設置・管理する公園、緑地で、機能、目的、利用対

象等により、基幹公園、特殊公園、大規模公園、国営公園、緩衝緑地、都市緑地、都市林、緑道、

広場公園の９つに区分されます。 

(15) 

P.3 

【里山】 

都市近郊や集落周辺にある身近な自然で、人間の様々な働きかけを通じて形成された環境のこと

で、田、畑、ため池等とその背後にある雑木林を主体とした森林からなる地域一帯を指します。 

(16) 

P.4 

【ヒートアイランド現象】 

都市化の進展に伴い、建物の空調設備や自動車走行等の人工排熱の増加や、緑地・水面の減少、コ

ンクリート建造物やアスファルト舗装等の地表面被覆の人工化により、都市中心部の気温が郊外に

比べて島状に高くなる現象です。単に都市が高温化するだけでなく、健康被害や種々の環境影響と

の関連が懸念されています。 

(17) 

P.7 

【緑地】 

本書では、都市緑地法＊における定義も踏まえ、森林、農地、草地、水面などの植物が生育し一体

となった空間を始めとした自然環境を形成している空間をいい、公園などの営造物を含むすべての

建築物及びその区域の一部も含めて緑地とします。 

(18) 

P.8 

【緑化推進事業】 

知事が指定した「緑化推進地区（用語(19)）」内で、市町村が策定した地区緑化計画に基づいて行

う緑化事業と、市町村が指定した保存樹木等の維持管理に対し、県は予算の範囲内で助成していま

す。この事業を緑化推進事業といいます。市町村や民間ガ行う緑化事業に助成し、県土のより一層

の緑化を図っています。 

(19) 

P.8 

【緑化推進地区】 

「自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例」（用語(3)）に基づき、自然的社会的に条件から市

街地及びその周辺の緑化を推進する必要があると認められる地区を知事が指定しています。 

(20) 

P.8 

【緑化推進連絡会議】 

県土の緑化に関する施策等は県政の各分野にまたがり、県の多くの部局にわたっています。このた

め、県の関係部局が集まり、緑化に関して相互調整を図るため、関係部局で組織する緑化推進連絡

会議を設置しています。 

(21) 

P.11 

【民有林】 

国有林以外の森林で、個人、会社、社寺等が所有する私有林と、都道府県、市町村、財産区等が所

有する公有林に区分されます。 

(22) 

P.11 

【二次林】 

天然の植生＊が、災害や伐採等、自然、人為の如何を問わず破壊された後に自然に成立した森林を

二次林といいます。 

※【植生(しょくせい)】ある場所に生育している植物の集まり 

 

 

 

※【都市緑地法 第３条第１項】 

この法律において「緑地」とは、樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する

土地が、単独で若しくは一体となって、又はこれらに隣接している土地が、これらと一体となって、良

好な自然的環境を形成しているものをいう。 
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※ 番号の下の数字は、当該用語が最初に現れるページ 

 

 

 

 

(23) 

P.14 

【緑被（りょくひ）】 

緑被とは、土地が樹木や草で被われることをいい、樹木や草で被われた土地を緑被地といいます。

本書では、愛知県広域緑地計画基本方針に沿って、緑被を、樹林地等、竹林、果樹園、草地等、水

田、畑等などとしています。 

(24) 

P.15 

【緑被率】 

土地全体の面積に対する緑被（用語（23））の割合を指します。 

(25) 

P.22 

【移入種】 

他地域から人為的に持ち込まれた生物のことです。生態系・生物多様性に悪影響を及ぼす恐れのあ

る存在として対応が必要とされています。 

(26) 

P.23 

【レッドデータブックあいち】 

愛知県内に生息・生育する野生生物の種を絶滅のおそれのある程度（カテゴリー）に応じてランク

付けをし、その生息・生育状況などについて解説した資料集です。平成13年度にとりまとめを行

いましたが、その後、様々な状況が変化していることなどから見直し作業を進め、「レッドデータ

ブックあいち2009」としてとりまとめました。 

(27) 

P.33 

【緑の基本計画】 

都市緑地法に基づき、市町村が策定する「緑地の保全及び緑化の目標」「緑地の保全及び緑化の推

進のための施策に関する事項」を定めた計画です。都市公園の整備や緑地の保全、緑化の推進策に

ついて総合的に進めていくために定めるものです。 

(28) 

P.44 

【海岸保全基本計画】 

平成１１年の海岸法の改正を受け、防護・環境・利用の調和のとれた総合的な海岸管理が適切に行

われるよう、国が定めた海岸保全基本方針に基づいて知事が策定する計画です。 

(29) 

P.59 

【国定公園】 

国立公園に準じる優れた自然の風景地として、自然公園法に基づいて環境大臣が指定した公園で

す。特別地域、普通地域等に区分し、その保護と適正な利用が図られるよう規制されています。愛

知県には、４箇所の国定公園があります。このうち、愛知高原国定公園については、東海自然歩道

計画の一環として指定されたものです。 

(30) 

P.59 

【県立自然公園】 

自然公園法に基づき、優れた自然の風景地として、県が指定する自然公園です。環境大臣が指定す

る国立公園、国定公園とともに、優れた自然の風景地の保護と快適な利用を目的として設定されて

います。愛知県では、愛知県立自然公園条例に基づき、７箇所の県立自然公園があります。 

(31) 

P.59 

【自然環境保全地域】 

自然環境を保全することが、特に必要な地域として自然環境保全法に基づき環境大臣又は都道府県

知事により指定される地域のことで、愛知県では、「自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例」

（用語(3)）に基づき、15地域が指定されています。 

(32) 

P.60 

【天然記念物】 

天然記念物は貴重な自然を記念する動物や植物及び地質・鉱物などで国や地方自治体によって指定

されています。愛知県指定の天然記念物は５９件（平成21年3月）で、そのうち49件が植物種

です。地域のシンボルとなっている樹木や林地なども多く指定されています。 
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